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【論　文】
「包括利益」考
　
藤　田　昌　也
はじめに
　期首期末の純資産の差し引き差額ということで示される包括利益が純利益と比していかなる
利益であるかである。包括利益の計算が、Edward & Bel（以下「E&B」と略する）の時価会計、
とりわけ経営利益（Business Profit=「経営利潤」と邦訳されている）と計算構造を共通として
いることを指摘することを通して、実現を基準に利益計算を行う伝統的な純利益（net income）
と包括利益（comprehensive income）が同じ収支差額の異なった期間配分であることを示す。
さらに二つの利益は、損益算定基準が異なること、そして一方から他方への変換が、いわゆる
損益算定基準の変換であるという理解を示したい。これと関連して現行のわが国の「純資産直
入法」にも言及する。
　なお、ここでは、資産負債中心観と収益費用中心観の対比の問題は直接には言及しない。
１　Edward & Belの時価主義会計と包括利益
　簡単な取引を仕訳・記帳し、それぞれの勘定に記帳してゆくことで説明してゆくが、その前
に、ここで説明を容易にするために勘定名として使用する用語について注釈しておく。
　まず仕訳に際して、本稿の趣旨に沿ってより説明が理解しやすいように、会計記録の勘定名
をつけたい。現金、資本などの通常よく使われる勘定名とともに、評価益、実現といった用語
を使用するが、その使用方法を次のように定義する。
　勘定名をベクトル式に三つの要素から構成する。何時発生したかを示す原因部分とその顛末
を示す部分、および金額である。
　［第１期評価益・実現・１０］（勘定名）は、第１要素が原因を表し、「第１期に発生した評価
益」で、第２要素の「実現」は、当期に実現したという顛末を示す。第３要素は、金額は１０で
ある。したがって、［第１期評価益・実現・１０］は第１期に発生した評価益が、現在の会計期
間である「当期」に、金額１０が実現したいうことである。評価益が発生した第１期と会計が行
われている会計期間の当期とは、同じ期間の場合もあるし、異なることもある。仮に現在の会
計期間が第２期とすると、［第１期評価益・実現・１０］というのは、第１期に評価益が発生し、
第２期に実現という意味である。従って［第１期評価益・未実現・１０］というのは、第１期に
評価益が発生したが、当期（第２期）には未実現の状態ということである。
　なお評価益とは、その期に発生した評価益で、たとえば、第１期の取得価格が１００で、第２
期の（購入市場の）時価が１２０になれば、第２期の評価益は、２０である、更に同一の商品が、
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第３期に至って（購入市場の）時価が１３０になれば、第３期の評価益は、１０ということになる。
　なお、「当期評価益、当期未実現」は、E&Bにおいて、実現可能原価節約として定義されて
いたものである。ちなみにその定義は次のようになっていた。「実現可能原価節約－企業がそ
の会計期間に資産を保有している間の、その資産のカレント原価の増分」（［Edward & Bel］
p.１１５、邦訳p.９５）。カレント原価とは購入市場の時価である。
　更に「当期操業利益」という勘定名も使用する。操業利益とは、E & Bでは、当期操業利潤
（curent operating profit）と邦訳されていたもので、定義は「ある期に、アウトプットのカレン
ト売価が、それに関連するインプットのカレント原価を超過する分」で内容は、［売上価格－
カレント原価］である（［Edward & Bel］p.１１５、邦訳p.９５）。「カレント原価」とは先の通り重
ねていえば、その商品の購入市場における時価である。上の例で第３期についていえば、売価
が、２００とすれば、カレント原価は１３０であるから、［２００－１３０＝７０］が当期操業利益である。
当期操業利益は、「当期」の事象であり、かつ顛末はいつも「実現」である。
　「純利益」とは、［売上価格－取得原価］であり、E & Bにおいては、実現利潤あるいは会計
利潤といわれるものと同じである。それは、当期操業利益に実現した評価益を加えたもので、
伝統的な原価主義会計による利益でいわゆる「純利益」である。上の例でいえば、売上価額が
２００で、取得価額が１００であるから、純利益は、［２００－１００＝１００］である。FASBにおける「稼
得利益earnings」といわれるものは、概念書５号によれば、それが過年度修正をふくまないと
いう意味において純利益すなわちここでの実現利益と一致しないとされるが、ここでの例では
過年度修正については論理上必要がないので捨象するので、稼得利益と純利益は同じものであ
る。したがってここでは「純利益」を使用することにする。
　ここで使用する「経営利益」とはE & Bの邦訳の「経営利潤（business profit）」に同じで、
当期に実現・未実現を問わず、その会計期間すなわち「当期に」発生した評価益および「当
期」の操業利益を加算したものである。
［取引例］
　第１期　①　現金１００円で営業を始めた。
　　　　　②　商品（＠１０円×１０個）を現金仕入。
　　　　　③　上記商品が、１個１３円に値上がりした。第１期終了
　第２期　④　上記商品が１５円に、値上がりした。
　　　　　⑤　上記商品を３個、１個２０円で現金売りした。
　　　　　⑥　決算　なお純利益はすべて配当されたとする。
　第３期　⑦　すべての商品が単価２０円で現金売りされた。 
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上記の取引の仕訳及び記帳は以下の通りである。
第１期
　①　　　　　　現金　　　　　　　１００／資本　　　　　　　　　１００
　②　　　　　　商品（仕入）　　　　１００／現金　　　　　　　　　１００
　③　　　　　　商品（値上り分）　　３０／第１期評価益・未実現　　３０
　（図１）のB/Sは、繰り越すべき残高を集めたものである。（図２）は、（図１）の利益の要
素を､実現を基準に再分類し､純利益を示したものである。（図３）は、利益発生の会計期間を
基準に再分類したもので、経営利益を示したものである。結果は、第１期は、純利益＝０、経
営利益＝３０である。
　（図２）の純利益B/Sにおいては純利益以外に評価益項目が計算・計上されている。この純
利益の項目ではない［第１期評価益・未実現・３０］は、いわゆるその他包括利益である。そし
てこの［第１期評価益・未実現・３０］の一部が次期以降に実現されれば、実現評価益に振り替
えられ、純利益の要素となる。
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　　現金
１００②１００①
　　資本金
１００①１００B/Sへ
商品　　
１３０B/Sへ１００②
30③
１３０１３０
第１期評価益・未実現
３０③３０B/Sへ
（図１）B/S（第１期）
１００資本金１３０商品
３０第１期評価益・未実現　
１３０１３０
（図２）B/S純利益（第１期）
１００資本金１３０商品
その他包括利益
　 ３０　　第１期評価益・未実現
０純利益
１３０１３０
（図３）B/S経営利益（第１期）
１００資本金１３０商品
経営利益　 ３０　　第１期評価益・未実現
１３０１３０
第２期
　　④　　　　商品　　　　　　　　　　２０／第２期評価益・未実現　　２０
　　　　　　　＊（２円×１０個）
　　⑤－１　　当期操業利益　　　　　　４５／商品　　　　　　　　　　４５
　　　　　　　＊（売上原価（時価）＝１５×３の記帳）
　　⑤－２　　現金　　　　　　　　　　６０／当期操業利益　　　　　　６０
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（売上の計上）
　　⑤－３　　第１期評価益・未実現　　９／実現評価益　　　　　　　９
　　　　　　　＊（３円×３個）
　　
　　⑤－４　　第２期評価益・未実現　　６／実現評価益　　　　　　　６
　　　　　　　＊（２円×３個）
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　　現金
６０B/S６０⑤－２
　　資本金
１００期首１００B/S
　　商品　　
４５⑤－１１３０期首
１０５B/Sへ２０④
１５０１５０
第１期評価益・未実現
３０期首９⑤－３
２１B/Sへ
３０３０
第２期評価益・未実現
２０④６⑤－４
１４B/Sへ
２０２０
（図４）B/S（第２期）
１００資本金６０現金
２１第１期評価益・未実現　１０５商品
９第１期評価益・実現
１４第２期評価益・未実現
６第２期評価益・実現
１５第２期操業利益
１６５１６５
実現評価益　　　　　　　　　
９⑤－３第１期評価益・未実現１５B/Sへ
６⑤－４第２期評価益・未実現
１５１５
当期操業利益
６０⑤－２４５⑤－１
１５B/Sへ
６０６０
　第２期のB/S（図４）で、ストック比較計算を示している。（図５）のB/Sは、さらに第２期
に実現した利益要素を中心に再分類したもので、純利益を示している。純利益の構成要素とな
らないものは、その他包括利益である。
　（図６）は、第２期に発生原因がある利益要素を中心に再分類したもので、経営利益を示し
ている。経営利益の構成とならない利益要素は、第１期に発生した経営利益で、当期（第２
期）においては繰越利益となっている。
　この純利益と経営利益のB/Sの比較から、ふたつの期間利益の相違は、それぞれのB/Sの利
益要素の分類基準の相違にあることがわかる。「純利益」は、顛末が「実現」であるもののみ
を抜き出して集めて加算したものである。「経営利益」は、当期すなわち第２期に評価益・操
業利益という原因発生があるもののみを集めて加算したものである。
　純利益＝第１期評価益・実現・９　＋第２期評価益・実現・６＋第２期操業利益・１５
　　　　＝３０
　経営利益＝第２期評価益・未実現・１４＋第２期評価益・実現・６＋第２期操業利益・１５
　　　　＝３５ 
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（図５）B/S純利益（第２期）
１００資本金６０現金
その他包括利益　１０５商品
２１　第１期評価益・未実現
１４　第２期評価益・未実現
純利益
９　第１期評価益・実現
６　第２期評価益・実現
１５　第２期操業利益
１６５１６５
（図６）B/S経営利益（第２期）
１００資本金６０現金
繰越利益　１０５商品
２１　第１期評価益・未実現
９　第１期評価益・実現
経営利益
１４　第２期評価益・未実現
６　第２期評価益・実現
１５　第２期操業利益
１６５１６５
第３期　すべて売却
　　⑦－１　　　当期操業利益　　　　　　　　１０５／商品　　　　　　　　１０５
　　　　　（売上原価（時価）の計上）
　　⑦－２　　　現金　　　　　　　　　　　　１４０／当期操業利益　　　　１４０
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（売上の計上）
　　⑦－３　　　第１期評価益・未実現　　　　　２１／実現評価益　　　　　　２１
　第１期に発生した評価益で未実現であったものが、実現したので、「実現評価益」に振り替
え。
　　⑦－４　　　第２期評価益・未実現　　　　　１４／実現評価益　　　　　　１４
　第２期に発生した評価益で未実現であったものが、実現したので、「実現評価益」に振り替
え。
　第３期
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第１期評価益・未実現
２１期首２１⑦－３
商品
１０５⑦－１１０５期首
１００
　　資本金　　
１００期首B/S
現金
１７０B/Sへ３０期首
１４０⑦－２
１７０１７０
　
第２期評価益・未実現
１４期首１４⑦－４
（図７）B/S（第３期）
１００資本金１７０現金
２１第１期評価益・実現　０商品
１４第２期評価益・実現
３５第３期操業利益
１７０１７０
実現評価益　　　　　　　　　
２１⑦－３第１期評価益・未実現２１B/Sへ
１４⑦－４第２期評価益・未実現１４
３５３５
当期操業利益
１４０⑦－２１０５⑦－１
３５B/Sへ
１４０１４０
　この第３期の例でも、説明のために、「純利益」のB/S（図８）と、「経営利益」のB/S（図９）
の二つのB/Sを掲げた。第２期と説明が重複するので、説明は簡略すれば純利益および経営利
益は、次のようになる。
　純利益＝第１期評価益・実現・　２１＋第２期評価益・実現・　１４＋当期操業利益・　３５＝７０
　経営利益＝第３期操業利益・３５
　通時的に経営利益及び純利益を示せば以下のようになる。
　このように経営利益は、当該会計期間に発生したすべての評価損益及び操業利益の合計であ
り、純利益は、評価益の発生期間は問わず実現した部分のみを利益として計上したものである。
純利益及び経営利益の累計合計は、一致する（藤田昌也［１９８７］pp.４１－４７］。
２　包括利益の計算
　E&Bの経営利益の計算要素である時価は、購入市場における時価であるが、販売市場の時
価を適用しても、前節でみたような原価と時価との差額である評価益の期間配分の構造は同じ
である。とりわけ金融資産に適用される場合には、操業利潤と評価益の量的関係が相違してく
るが、購入市場と販売市場の価額は基本的に同じであると考えてもいい。そこで前節の取引例
で、購入市場の時価を販売市場の時価と読み変え、各期間の包括利益を計算する。定義によれ
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（図８）B/S純利益（第３期）
１００資本金１７０現金
０その他包括利益　０商品
純利益
２１　第１期評価益・実現
１４　第２期評価益・実現
３５　第３期操業利益
１７０１７０
（図９）B/S経営利益（第３期）
１００資本金１７０現金
繰越利益　０商品
２１　第１期評価益・実現
１４　第２期評価益・実現
経営利益
３５　第３期操業利益
１７０１７０
累計第３期第２期第１期
＝１００３５３５３０　経営利益
＝１００７０３００　純利益
ば包括利益は期末純資産マイナス期首純資産である（［FASB］１９８５，par.７０）。
　第１期の包括利益＝期末純資産－期首純資産＝１３０－１００=３０
　第２期の包括利益＝期末純資産－期首純資産＝［６０＋１０５］－１３０＝３５
　第３期の包括利益＝期末純資産－期首純資産＝［１７０＋０］－１３５＝３５
　　　　　　　　　（＊　相殺されるので、資本金勘定を省略）
　したがって包括利益と経営利益は、少なくとも金額が同じであることがわかる。そこでその
構成内容も同じかどうか、確かめる。
　まず第１期の包括利益は３０である。その内容は、第１期（当期）評価益である。純利益は、
ゼロである。期首の純資産はゼロであるから､説明の要はない。
　第２期の包括利益は、次のように計算される。
　　期末純資産＝［第１期評価益・未実現・２１］＋［第２期評価益・未実現・１４］
　　　　　　　＋［第１期評価益・実現・９］＋［第２期評価益・実現・６］
　　　　　　　＋［第２期操業利益・１５］＋資本金１００
　　期首純資産＝［第１期評価益・未実現・３０］＋資本金１００
　
　期首純資産の［第１期評価益・未実現・３０］は、一部は実現されて［第１期評価益・実現・
９］となっている。残りは未実現のまま、［第１期評価益・未実現・２１］となって期末に表示
されている。したがって、期末純資産－期首純資産の計算は、期首純資産の［第１期評価益・
３０］と期末純資産の｛［第１期評価益・未実現・２１］＋［第１期評価益・実現・９］｝が相殺さ
れることである。資本金勘定は相殺される。
　のこりは次のようになる。
　包括利益＝［第２期評価益・未実現・１４］＋［第２期評価益・実現・６］＋［第２期操業利
益・１５］=３５
　つまり、当該会計期間は第２期であるので、第２期の包括利益は、第２期に発生した評価額
で実現と未実現を含めたもの及び第２期の操業利益の合計で、全てその発生が第２期に帰属す
るものである。これは第２期のB/S（図６）の経営利益と一致する。
　第２期の純利益については先の通りである。
　第３期については、第２期末に純利益は、配当としているので、期首および期末純資産は次
のようになる。
期首純資産＝［第１期評価益・未実現・２１］＋［第２期評価益・未実現・１４］＋資本金１００
期末純資産＝［第１期評価益・実現・２１］＋［第２期評価益・実現・１４］＋［第３期操業利益・
３５］＋資本金１００
─ 10 ─ 熊本学園会計専門職紀要　第１巻（創刊号）
　したがって、期末純資産－期首純資産の計算においては、第１期に発生した評価益が、一方
は実現、他方は未実現であるけれども、相殺される。さらに第２期についても同様に相殺され
るから、計算結果は、「第３期操業利益」となる。つまり計算しているこの期間は、第３期で
あるから、第３期の操業利益３５のみとなるので、包括利益は３５となる。これも第３期のB/S
（図９）の経営利益に一致する。
　純利益は、すべて実現したものであるから、２１＋１４＋３５＝７０である。
　通時的に示せば次のようになる。
　以上のことから、包括利益は、先に見たE&Bの経営利益に金額・構成要素も一致すること
がわかる。とともに、純利益の期間合計と包括利益の期間合計とが一致することもわかる。こ
のことから包括利益と純利益の関係は、包括利益が純利益を包括するという関係ではなく、包
括利益と純利益の累計は同じ１００であって、相違は全体利益１００の期間配分の違いにあることが
わかる。包括利益は、実現したかどうかではなくて、その期（当期）に発生の原因がある評価
益及びその期（当期）の操業利益の合計であって、まさにその利益発生の事由がその期（当
期）に属するものが利益となる。純利益はその期に実現したものであって、いずれの期に発生
の原因があるかどうかは問わないということである。
　なお、以上の例においては第２期の純利益の配当を前提にしたが、そのまま留保しても結局
期末の包括利益の計算において相殺されるので結果は同じである。
　FASBは次のようにも説明している。「企業の存続期間を通して、その他包括的利益は、出
資者によって投資され又分配された現金を除いた現金の受領額と支払額の純額に等しい」、、、
（続）「認識基準や測定されるべき属性の選択のような事柄も、その企業の存続期間を通じての
包括的利益の額や現金の純受領額に影響を及ぼすのではなく、全体の中の部分が全存続期間を
構成する諸期間で認識される時点や方法に影響を及ぼすのである」（概念ステートメント第６
号par.７３）。
　しかしふたつの全体利益は量的のみならず、その勘定の構成要素（利益の原因発生の時期お
よび実現の時期）は同じであるので、ふたつの利益は、互いに期間配分の基準の変更によって
変換可能である。そして純利益計算の分類から包括利益計算の分類へと変換する過程を示して
いるのが包括利益計算書である（FASB［１９９７］par.１３１）。
　すなわち商品仕入支出１００と売上収入２００との差の益の構成は以下のようになっている。
　　　　　　　［第１期評価益・第２期実現・９］
　　　　　　+［第２期評価益・第２期実現・６］
　　　　　　+［第２期操業利益・第２期実現・１５］
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累積合計第３期第２期第１期
１００３５３５３０　包括利益
１００７０３００　純利益
　　　　　　+［第１期評価益・第３期実現・２１］
　　　　　　+［第２期評価益・第３期実現・１４］
　　　　　　+［第３期操業利益・第２期実現・３５］
　　　　　　=１００
　ベクトル方式の第１要素を基準に収支差額の１００を期間配分すれば、包括利益が計算され、
第２要素を基準に期間配分されれば、純利益になる。包括利益計算書は、第２要素の基準で計
算された純利益を第１要素を基準に変換する過程を示したものであるが、その意味はこれにと
どまらない。
３　包括利益と純利益の損益算定基準
　純利益と包括利益の期間配分の基準が異なるとはいかなる意味であるのかが、次の問題であ
る。そこで純利益と包括利益のそれぞれの損益算定基準すなわち資本勘定を検討する。
　先の取引例は創業から始めているので、第１期ストック比較計算（B/S）に示される純利益
の損益算定基準（資本）及び経営利益（包括利益）の算定基準（資本）を確認すれば、両利益
の算定基準がわかる。
　まず純利益から見てゆく。
　第１期の純利益はゼロである（図２）。したがって、純資産－損益算定基準X=０でなけれ
ばならない。これから求められるXが、損益算定基準であり、その解は、１３０＝［資本金１００+
その他包括利益３０］である。
　さらに純利益の第２期のB/S（図５）を見てみる。純資産は［現金　６０＋商品　１０５=］１６５で、　
純利益は３０である。第１期の純利益はゼロで前期からの繰越利益はないから、第２期の損益算
定基準（資本勘定）は、純資産　１６５－損益算定基準X=３０を満たすXでなければならない。し
たがって、X=３０＝［資本金　１００＋その他包括利益　３５］であるから、［資本金　１００＋その他包括
利益　３５］がそのまま純利益の損益算定基準となる。第３期も同様である。
　包括利益（経営利益）についてみてみる。
　第１期の包括利益（経営利益）は３０である（図３）。純資産は１３０であるから、損益算定基準
たる資本を計算すると純資産１３０－経営利益（包括利益）３０＝１００ということから、損益算定基
準たる資本勘定は、資本金１００である。
　第２期の経営利益（包括利益）をみる（図６）。経営利益（包括利益）は３５である。繰越利
益は、前期の経営利益が処分されなかったので繰り越された利益である。したがって第２期の
損益算定基準は、［繰越利益　３０＋経営利益　３５］の算定基準となるものである。従って（図６）
からも明らかなように、それは資本金１００である。
　第３期のB/S（図９）も同じように経営利益（包括利益）の損益算定基準は資本金１００である
ことが理解される。
　ここから次のことが導き出される。
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①　純利益のストック比較計算上の損益算定基準は、［資本金＋その他包括利益］であり、
したがって純利益計算においては、［その他包括利益］は資本項目であるということ
になる。従って純利益計算の枠内において、資産を評価し相手勘定に評価差額を計上
することの意味は、損益算定基準（資本勘定）の修正ということになる。
②　経営利益（包括利益）の損益算定基準は資本金１００で、資産の時価評価によって、資
本勘定が修正されず、資産の評価は損益である。
③　したがって、純利益と包括利益（経営利益）の損益算定基準は異なることになる。
　損益算定基準がことなる二つの利益を同時に計算することはできない。その異なる二つをブ
リッジするのが、純利益から包括利益を導く計算書である純利益包括利益計算書（Statment of 
Income and Conprehensive Income）である（「FASB」１９９７ par.１３１）。それは一方の損益算定基準
から他方の損益算定基準へと変換することと同じである。
　第１期の例では、、純利益（図２）と経営利益（包括利益）（図３）、第２期の例の純利益
（図５）と経営利益（包括利益）（図６）、第３期の純利益（図８）と経営利益（包括利益）（図
９）の相違は、損益算定基準たる資本の相違である。リサイクルは、一方の計算構造から、他
方の計算構造へ転換・組み替えることである。
　たとえば、第２期についてみれば、
　　第２期純利益＝［第１期評価益・実現・９］＋［第２期評価益・実現・６］
　　　　　　　　＋［第２期操業利益・１５］
であるから、［第１期評価益・実現・９］を減じ、［第２期評価益・未実現・１４］を加算すれば、
包括利益が求まる。この計算は包括利益計算書において行われる。
　この視点から我が国の現行の「その他有価証券」の評価の処理である「純資産直入法」につ
いてもみてみる。
　評価差額として純資産に直入され、次期期首には洗替法が適用され、当該有価証券の価額は
取得価額にもどされ、そして評価差額も解消される。しかし次期以降も実現されずに、かつ時
価が取得価額よりも高い期間が続けば、評価差額としてふたたび計上されることになり、実現
されれば純利益に含まれて計上されることになる。先の我々の設例した純利益の計算（図２）
（図５）（図８）における［その他包括利益］は評価差額勘定と同じである。
　評価差額は、評価増の相手勘定であるがゆえにこそ、直ちに利益と見なしがちである（藤田
昌也［２００８］p.７）が、純利益の計算構造の説明において、「その他包括利益」の会計上の性格
を資本勘定としたように、わが国の「評価差額」も資本勘定であり、その他有価証券の評価と
それに対応する評価差額勘定の計上は、損益算定基準としての資本勘定の修正であることにな
る。評価差額勘定やその他包括利益勘定が利益であるのは、包括利益の計算構造においてであ
る。 
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むすび
　以上の検討から、次のような一応の結論を得ることができる。
（１）純利益の期間累計と包括利益の期間累計が一致すること、従って同じ全体利益を一方は
実現した期間を基準として、他方は発生した期間を基準にして期間配分されているというこ
とが理解される。だから包括利益の性格は、利益の発生の原因が当期に属するものを示して
いるということである。
（２）さらに時価評価を前提にすれば、純利益の計算と包括利益の計算では、損益算定基準た
る資本が異なっているということである。包括利益（経営利益）の損益算定基準は資本金で
あるが、純利益の損益算定基準は、［資本金＋その他包括利益］であり、金融資産の評価に
よる「その他包括利益」の計上は、損益算定基準たる資本の修正である。
（３）純利益から包括利益を求めてゆく「純利益包括利益計算書」は、一方の損益算定基準の
計算構造から、他方の損益算定基準の計算構造への転換であるということを意味する。
（４）純利益の計算構造において、クリーン・サープラス関係は維持され、かつ同じことでは
あるが、フロー比較計算による損益の期間累計は、ストック比較計算による全体損益に一致
する（藤田昌也［２００８］pp.１－５）という複式簿記の基本的構造もやはり維持されている。
（５）わが国の純資産直入法による評価差額の計上も、同様に純利益の計算の枠内においてで
あり、評価差額の計上は、資本修正である。従って、純資産直入法においても、純利益計算
の構造においては、クリーン・サープラス関係は維持され、かつフロー比較計算による損益
の期間累計は、ストック比較計算による全体損益に一致するという複式簿記の基本的構造も
やはり維持されている。
　　他方で、評価差額を利益と見なすことは、包括利益の計算構造を前提にしてであるが、我
が国の現行の会計基準では包括利益は明示されてはいないので、評価差額を利益と見なすこ
とは誤りである。
　　純資産直入法については、金融資産の評価替えが資本取引でない以上、クリーン・サープ
ラスの関係と両立しないという理解もある（斉藤靜樹［２００７］p.１６０）が、金融資産の評価に
基づく資本修正という理解もある。
　＊本論考については、「九州大学会計リサーチ・ワークショップ」（２００９年１１月２８日）で報告
の機会を得た。また長崎大学経済学部教授岡田裕正氏には有益なアドバイスを得たので記して
謝す。
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